
令和８年党運動方針

日本列島を、強く豊かに。
―未来への挑戦を国民の皆様と共に―
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前　文

　第 51 回衆議院議員総選挙において、わが党は過半数を上回る３分の２を超え
る議席をお預かりした。この重責の意味を深く胸に刻み、驕ることなく、謙虚に、
誠実に、政権運営及び党運営に当たる。
　信頼回復、党勢回復は道半ばである。参議院では少数与党の状況が続いている。
昨年の第 27 回参議院議員通常選挙では、経済・景気・物価高対策など国民生活
に直結する課題への対応において不安を払拭し切れず、閉塞感を打開できなかっ
た。政治資金収支報告書不記載問題などが不信の底流となり、一部候補者につい
て「地元を疎かにしている」など厳しい声が地方組織から聞かれるなど、国民と
の対話不足・説明不足が国民との認識のズレを生み、支持離れを招いた。
　今こそ立党の原点に立ち戻る時である。「政治は国民のもの」。70 年前、わが
党はこう宣言し、立党した。わが党は特定の階級や階層の利益を代表する政党で
はない。国民と共に歩む国民政党である。地域に入り、現場に立ち、地域の声を
聴き、成果で応える。この不断の取組み、自らを律することで信頼は再び築かれ
る。
　わが党は、自由と民主の旗の下に、時代に適さぬものを改め、維持すべきもの
を護り、秩序のなかに進歩を求め、国際的責務を果たす日本らしい日本の保守主
義を政治理念に掲げながら、70 年の歴史を刻んできた。左右の対立を超えて国
家の品格を守り、排外主義や大衆迎合政治（ポピュリズム）とは一線を画し、良
識と寛容をもって国の針路を示していく責務がある。自助・自立を基本とし、共
助、公助を重層的に機能させ、地域社会の絆と家族の和を守り抜く。
　靖国神社参拝を受け継ぎ、国の礎となられた御英霊に心からの感謝と哀悼の誠
を捧げ、不戦の誓いと恒久平和への決意を新たにする。各道府県における護国神
社への参拝も大切にしていく。
　憲政史上初の女性総理、わが党初の女性総裁である高市早苗総理・総裁の下、
総選挙を経て、わが党は新たな出発点に立った。国民の皆様の暮らしと未来への
不安を希望に変え、「責任ある積極財政」に基づく「強い経済」を作り、日本列
島を強く豊かにする。その決意を言葉ではなく、行動で示すことが、わが党に課
せられた使命である。
　世界に目を転じれば、各国で格差と分断が深刻化し、民主主義の基盤は揺らい
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でいる。力による現状変更や排除の論理が横行し、国際秩序は試練に直面してい
る。ゆえに、わが国は「強い外交・安全保障」の推進により、わが国の独立と平
和を守り抜き、分断と対立の進む世界を開放と協調へ導く主体的役割を果たす。
　そして、総選挙で掲げた公約を具体化し、着実に実行することによって、国民
の信頼を回復させていかなければならない。その信頼を確かなものとする基盤
が、各級選挙での勝利である。令和８年実施される重要選挙、来年の統一地方
選、さらに２年後の参院選を見据え、現場主義を徹底し、政策を磨き、党の組織
を鍛錬する。
　挑戦しない国に未来はない。守るだけの政治に希望は生まれない。わが党は、
希望を生み出す政治を断行し、未来への挑戦を国民の皆様と共に進めていく。
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1．信頼回復と党勢回復を確実なものとする党活動

（1）国でも地方でも選挙に勝ち抜ける基盤構築への活動強化
　わが党は総選挙において、小選挙区で 249 議席、比例代表で 67 議席の計 316
議席を獲得し、目標であった与党過半数を大きく超え、わが党単独で衆院の３分
の２以上の議席を得る結果となった。高市政権への高い期待が、自民党への支
持と有権者の投票行動に結びついたことが勝因の一つであると考えられる。寄
せられた大きな期待に応えるため、わが党に課された責任は重く、われわれは、
約束した政策を着実に実行しながら、あらためて気を引き締めて、高市政権を力
強く支えていくためにも、今後予定される選挙を一つ一つ勝ち抜いていかなけ
ればならない。
　今こそ、あらゆる選挙を勝ち抜くことができる基盤を構築する絶好の機会で
あり、最優先の課題である。衆院議員はもとより党所属各級議員全員が、日常の
運動量の増大はもちろんのこと、質においても深化を図るなど、たゆまぬ努力に
取り組み、有権者からの信頼をより一層盤石に固められるよう活動を強化して
いく。
　その上で、近年の選挙では SNSの活用と期日前投票の取組みは絶対不可欠な
要素となっており、全国各地に根差した地方組織と党本部が平時から緊密に連
携をし、政策の発信に努めるとともに、地域の声に丁寧に耳を傾ける活動を両輪
とし、党勢拡大を着実に実行していく。
　参議院自由民主党は地域の実情に通じた選挙区選出議員と、職域代表などか
ら成る学識・経験豊かな比例代表選出議員を擁する。その強みを最大限に発揮し、
一丸となって日々の活動に力強く取り組んでいく。
　国民の政治への接点や関わる手段が大きく変化する中においても、まずはわ
が党支持層の拡大と重厚な支持を得るべく、不断の努力を続けるとともに、無党
派層を含めたすべての有権者に対する働きかけにも研鑽を重ね、時代の変化に
しなやかさをもって対応していかなければならず、「政治は国民のもの」という
わが党の原点を軸に、一層の精進を重ねていくことが求められる。わが党が強く
豊かな日本を創り上げていくためにも、本年控える各級選挙をはじめ、来春の統
一地方選、２年後の参院選に全力で取り組む決意である。
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（2）全国の党組織を再点検し、日常活動を積み重ねる
　組織運動本部では、立党の原点に立ち返り、全国の党組織を再点検するととも
に、日常活動を大切に積み重ねていく。国民の期待に応え、信頼回復と党勢回復
を確実なものとするため、全国の党組織、党員・党友、党支持層と緊密に連携す
る。「120 万党員」達成のため、党組織の具体的目標を設定し、粘り強く活動を
展開していく。党員の党活動への参加意識を高め、党員に機関紙「自由民主」イ
ンターネットのアクセス権を付与し、党員への情報提供を充実化させる。
　統一地方選を来年に控え、地方組織・議員総局においては、「選挙しつつ組織
し、組織しつつ選挙する」との原点を常に意識し、党所属の各級議員の選挙必勝
につながる活動を展開する。党勢回復の第一歩として、党支部の整理・適正化を
図りつつ、党支部・党員の両面から組織強化へ向けた態勢を構築するとともに、
新規入党ルートの検討・手続きの改善を図っていく。
　団体総局では、友好団体との信頼関係をさらに強化するため、党の政策提言や
活動情報などの情報発信の拡大、政策要望の実現に向けた各種懇談会の実施な
どに注力する。同時に、これらの活動を通じて職域党員の増加を目指す。
　女性局では、統一地方選を見据え、女性議員のさらなる増加に向けて都道府県
連女性組織と連携して活動を展開する。対話集会を通じて政策周知と党勢回復
を図り、児童虐待防止、こども政策、女性の健康、女性目線の防災などにも継続
して取り組む。
　青年局においては、統一地方選での青年世代候補者必勝に向け、青年組織の拡
大、強化を図る。将来の党の担い手確保のため、学生部活動を充実させ、学生部
の全国設置に取り組む。台湾との交流にも引き続き尽力する。
　労政局では、連合及び友好的な労組との懇談会を開催するなど交流、対話を続
け、物価高に負けない賃上げの機運醸成、働く人々の生活に資する労働政策の実
現、周知に努めていくとともに新たな支持基盤の拡大に努める。
　遊説局では、党組織主催の各種会合を通じて、地域の草の根の声に真摯に耳を
傾け、対話を積み重ねる。地方組織の要請に基づき、党役員・閣僚を積極的に派
遣するとともに、重要選挙における応援態勢を迅速に整備していく。警護対象者
が弁士の演説会は、国民に開かれた身近な遊説活動と安全確保・万全の警護体制
を両立させた最適な運営を行う。
　中央政治大学院においては、都道府県連と連携した地方政治学校の活性化を
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はじめ、一般有権者向けの「まなびと塾」や党所属国会議員向け勉強会などの講
座・研修、学生対象のインターンシップなどを通じ、党員の資質向上や有為な人
材の発掘・育成に積極的に取り組む。

（3）統一地方選必勝に向けた広報体制の総合強化
　広報本部は、政治への信頼を高め、党勢拡大につなげていくことを使命とする。
高市総裁が掲げる「日本列島を、強く豊かに。」の理念のもと、政策と議論の過
程や背景、そして成果を分かりやすく国民の皆様に伝え、理解と共感を広げる広
報活動を推進する。
　来春には統一地方選を控えており、地域に根差した支持基盤の強化と党勢拡
大のためにも、その勝利を最重要課題と位置づける。党全体でメッセージの方向
性を共有し、統一感ある発信を徹底することで、訴求力と信頼性の向上を図る。
また、デジタル媒体や SNSがコミュニケーションの重要な基盤となる中、党本
部のみならず都道府県連の発信力についても質・量の両面から強化し、時代に即
した広報体制の充実を進める。
　広報戦略局は、広報物や選挙ツールの質的向上を図るとともに、データ分析と
草の根の活動を通じて得た国民の声に則した戦略的な広報施策を推進する。
　ネットメディア局は、SNSの効果的な活用、ネット選挙活動に関する公職選挙
法の理解徹底、リテラシー向上のための実践的な研修を実施する。併せて、偽・
誤情報や誹謗中傷への対応を強化する。
　党員の声を力に日本の未来を切り拓いていくため、全国津々浦々の党員の声
をダイレクトに受け取るオンラインプラットフォームを創設する。
　報道局は、各地域の課題や選挙情勢を的確に把握し、戦略的な情報発信につな
げていくために、地方メディアとの対話も強化する。また、世論調査の精度向上
に努め、情勢の把握と機動的な広報対応に活かす。
　新聞出版局は、機関紙「自由民主」の幅広い年代に読みやすい、ユニバーサル
デザインの理念を踏まえた紙面づくりを進め、高市政権が進める「決断する政治」
を政策形成の過程も含めて分かりやすく伝える。女性誌「りぶる」についても誌
面改革を進め、新たな読者層の開拓を図る。
　国民のさらなる理解や共感を党に寄せていただくためにも、成果のみならず、
政策形成の過程から伝える戦略的発信を党広報本部一丸となって推し進めていく。
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2．希望に満ちた日本の未来を実現する重点政策
　「日本列島を、強く豊かに。」わが党が今回の総選挙で掲げた「政権公約」は
国民の皆様との大切な約束である。わが国が直面する、物価高、少子化・人口減
少、国家間競争の激化・複雑化・常態化、自然災害の激甚化・頻発化など、国内
外に山積する課題に対し、これまでの政策の在り方を根本的に転換する。
　国民の皆様から賜った大きなご期待に応えるため、日本維新の会との間で正
式に交わした連立政権合意書の内容と併せて、国旗損壊罪の制定や首都・副首都
の責務と機能に関する検討を通じた統治機構改革など重要な政策課題の実現を
目指す。
　「責任ある積極財政」を通じた大胆な投資をはじめ、一つ一つの政策実現に全
身全霊をかけて取り組み、外交力、防衛力、経済力、技術力、情報力、人材力な
ど、日本の総合的な国力を高め、希望に満ちた日本の未来を切り拓く。

（1）「責任ある積極財政」で強い経済を実現する
①迅速な物価高対応
　物価高対策を最優先の課題と位置付け、国民の暮らしの安心を迅速かつ確実
に実現していく。ガソリン税の暫定税率については、責任ある財源確保と併せて
廃止を実現し、燃料価格の引き下げを通じて家計と事業活動の負担軽減を果た
した。軽油引取税の暫定税率についても、令和８年４月１日をもって廃止した。
　併せて、家計・事業者のエネルギーコスト負担の軽減策を実施し、国民生活と
経済活動を下支えする。さらに、国・地方自治体から民間への請負契約単価を物
価上昇などを踏まえて適切に見直し、賃上げが持続的に行われる環境を整備す
る。また、飲食料品は、２年間に限り消費税をゼロ税率とすることについて、今
後「国民会議」において、財源やスケジュールの在り方など、実現に向けた検討
を加速する。

②「責任ある積極財政」のもと戦略的な「危機管理投資」・「成長投資」の拡大、
中堅中小企業の稼ぐ力の強化
　国内投資の拡大を通じて日本企業の「稼ぐ力」を向上させ、賃上げを含めた好
循環を形成するため、大胆な国内投資を引き出すことが重要である。
　そのために、政府予算の予見可能性を確保することが必要であり、政府の予算
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の作り方を根本から改める。特に、毎年補正予算が組まれることを前提とした予
算編成と決別し、必要な予算は可能な限り当初予算で措置するとともに、複数年
度予算や長期的な基金による投資促進策を大胆に進める。
　一方、行財政改革を進めた上で、戦略的な財政出動を行うことで、成長率の範
囲内に債務残高の伸び率を抑え、政府債務残高の対GDP比を安定的に引き下げ
る。それを通じ、財政の持続可能性を実現し、マーケットからの信認を確保して
いく。
　AI・半導体、造船、量子など、17 の戦略分野における「官民連携による危機
管理投資・成長投資の促進」により、強い経済を実現する。
　投資の予見可能性を高める複数年度の視点・取組み、人材の結集、資金の供給・
確保、企業の経営力向上、国際連携といった観点を踏まえ、必要となる政策を検
討・実行していく。
　物価高や人手不足に直面する中堅・中小企業を守り、その持続的成長を力強く
後押しする。生産性向上支援や省力化投資支援を通じて中小企業の稼ぐ力を強
化するとともに、事業承継やM&Aの環境整備を進める。
　併せて、価格転嫁対策を徹底し、官公需における適正な価格転嫁を確保するこ
とで、賃上げと設備投資を強力に後押しする。これらの取組みにより、経営者を
支えることで中堅・中小企業が持続的かつ安定的に賃上げを行える環境を整備
する。

③経済安全保障の強化
　経済安全保障の確保は、危機管理投資および成長投資の中核であることを踏
まえ、わが国にとって戦略的に重要な各分野について、投資促進に向けた戦略を
速やかに検討するとともに、支援措置を継続的かつ強力に講じていく。
　サプライチェーンの強靱化に向けて、総合的な経済安全保障シンクタンクの
活用なども通じて、サプライチェーン分析をさらに強化する。また、経済安全保
障上重要なデータなどを防護するためのデータセキュリティの確保に関する措
置の在り方について検討を行う。

④国民生活を守るエネルギー安全保障の強化・環境保全と経済成長の同時達成
　世界情勢の不透明感が高まる中、エネルギー安全保障の強化は一層重要であ
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り、国民生活の維持、強い経済の実現に向け、エネルギーの安定供給、特に、エ
ネルギー自給率の向上に資する国産エネルギーの活用は絶対条件である。
　安全性が確認された原子炉の再稼働加速に向け、官民挙げて取り組むととも
に、ペロブスカイト太陽電池や次世代地熱発電設備に関するサプライチェーン
を国内に構築する。次世代革新炉の開発・設置や、世界に先駆けたフュージョン
エネルギーの早期社会実装を後押しする。南鳥島周辺海域の海底に存在するレ
アアース泥について、深海採鉱技術の開発と回収・精製プロセスの実証を進め、
重要鉱物の安定供給確保に向けた取組みを推進する。
　循環経済・炭素中立・自然再興などの環境政策を統合的に実施し、環境保全と
経済成長を同時達成する。
　特に、循環経済への移行は経済安全保障や産業競争力強化に直結するもので
あり、重要鉱物や金属資源などの再生資源の確保に向け、再生材の供給サプライ
チェーンの強靱化などに取り組む。
　また、気候変動による経済活動や国民生活への影響の深刻化を踏まえ、危機管
理投資の観点からも、気候変動適応対策を強化する。

⑤デジタルの徹底活用とセキュリティの強化
　わが国の社会課題解決のため、AI・データを徹底的に活用し、生産性の向上・
価値の創出などを推進する。また、国民の安心・安全な暮らし、誰一人取り残さ
れないデジタル社会の実現のため、マイナンバーカードの利便性向上、国におい
ても確実な公的給付などを可能とする給付インフラの構築、地方公共団体の基
幹業務システムの標準化・ガバメントクラウド移行後の運用経費の最適化、デジ
タル人材の育成・確保、医療等準公共分野のデジタル化などに取り組む。

⑥日本の未来を切り拓く科学技術・イノベーション政策・人材育成の戦略的推進
　令和８年度からの「第７期科学技術・イノベーション基本計画」に基づき、推
進システムの刷新など、科学技術創造立国「再興の 10 年」の決意を示す。基盤
的経費の拡充、科研費をはじめとした若手研究者などへの支援強化、国家安全保
障との有機的連携、AI for Science や国際頭脳循環の推進、先端研究設備等の
戦略的整備・共用・高度化、GSCを中核としたスタートアップ支援やアントレプ
レナーシップ教育の強化を図る。AI・半導体、量子、バイオ、航空・宇宙、健康・
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医療、フュージョンエネルギー、マテリアル、海洋・極域などの戦略分野に投資
を行うとともに、地震・火山・防災、Ｇ空間、原子力を含む脱炭素技術などの研
究開発に積極的に取り組む。

⑦成長を加速させる金融
　「資産運用立国」の取組みを進め、貯蓄から投資への流れを力強く推進する。
令和８年度税制改正の大綱に基づき、つみたて投資枠の対象年齢引下げによる、
こどもNISAの創設や対象商品の拡充を進め、幅広い世代の資産形成を後押しす
る。
　併せて、地域経済の成長に地域金融機関が一層貢献できるよう、関連施策をパッ
ケージ化した「地域金融力強化プラン」を実行し、地域金融の機能強化を図る。

（2）「地方」を伸ばし、暮らしを守る
①地域未来戦略の推進
　「地方の活力は、日本の活力」という考えのもと、地域未来戦略を推進し、地
方が持つ伸び代を活かすことで、国民の暮らしと安全を守り抜く。これまでの地
方創生の取組みを力強く推進するとともに、地方に大規模な投資を呼び込み、地
域ごとに産業クラスターを戦略的に形成する。世界をリードする成長分野、地域
発のクラスターを全国各地に形成する。さらに、地場産業の成長プランを後押し
し、その付加価値向上と販路開拓を強力に支援していく。
　併せて、地域の活力を生み出す観光を地域経済の柱と位置付け、オーバーツー
リズム対策を講じつつ、インバウンドの円滑な受入れと住民生活の質の確保を
両立させる。
　さらに、住民の生活を支える地域公共交通の確保・維持を着実に進めるべく、
全国の「交通空白」解消に向け、自治体や事業者のほか幅広い関係者が連携し、
地域の輸送資源を最大限活用するとともにDXを導入し、持続可能な地域づくり
を推進する。

②食料安全保障の強化と農林水産業のさらなる発展
　食料安全保障の強化に向け、大規模化・大区画化などによる米の低コスト生産
を推進するとともに、需要拡大にも取り組む。また、肥料の国産化、国内におけ
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る飼料の安定確保などを推進する。畜産・酪農・野菜・果樹・茶・花き・甘味資
源作物等の生産基盤強化などを図る。
　農業農村整備、共同利用施設の再編・合理化、スマート農業の実装、輸出促進
など、別枠予算を活用した構造転換集中対策を強力に進める。また、地域計画の
ブラッシュアップを推進する。
　中山間地域振興や地域の共同活動支援のための日本型直接支払を通じて農業
の多面的機能の維持・発揮などを推進するほか、鳥獣被害対策の強化に取り組む。
　合理的な価格形成や食育などの国民理解醸成、物流効率化や食品アクセスの
確保、食品産業との連携強化に取り組む。
　森林の集積・集約化、森林整備・治山対策など川上から川下までの森林・林業・
木材産業政策の展開による森林の循環利用などを実現する。
　水産業の強靱化、生産体制の維持を図るため、激変する海洋環境に対応した資
源調査・評価の高度化とともに、IUU漁業（違法・無報告・無規制に行われてい
る漁業）対策、人材の確保、水産業のスマート化、養殖業の成長産業化、海業の
全国展開、魚食普及、藻場・干潟の保全、漁港施設の整備等を推進する。また、
漁業者が安心して経営を継続できるよう漁業収入安定対策などを実施する。　

（3）外交力と防衛力の強化で国際秩序を担う
①わが国の独立と平和を守り、世界に貢献する「平和と繁栄を創る『責任ある日本外交』」
　わが国を取り巻く外交・安全保障環境が厳しさを増し、自由で開かれた国際秩
序が揺らぐ中、「平和と繁栄を創る『責任ある日本外交』」を展開しなければなら
ない。外交力、防衛力、経済力、技術力、情報力、人材力を含む総合的な国力を
強化し、世界が直面する課題に向き合い、強い外交・安全保障を構築する。
　日米同盟を基軸に、「自由で開かれたインド太平洋」を力強く推進するととも
にその進化を図り、国益を最大限追求する。ODA、OSAを戦略的に活用し、基本
的価値を共有する同志国、ASEAN、グローバル・サウス諸国などとの連携を一層
深化させる。
　ルールに基づく自由で公正な経済秩序やCPTPP の高い水準の維持・強化等を
通じ、多角的な経済外交を展開する。デジタル、AI、経済安全保障など戦略分野
におけるルールづくりを主導する。
　偽情報の拡散や認知戦に対処するため、速やかな情報収集・分析とAI 等の活
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用、専門人材の拡充により効果的な対外発信を行う。
　海外情勢を踏まえ、在外公館の機能を質と量の両面で強化し、邦人保護体制に
万全を期す。
　在京大使館との連携を深めつつ、議員外交を積極的に展開する。

②国際社会と連携し、外交努力を尽くす
　中東地域の平和と安定の確保は、わが国の安全保障およびエネルギーの安定
供給、ひいては国民生活と経済活動の維持に直結する最重要課題である。イラン
による核兵器開発、地域を不安定化させる行動、ホルムズ海峡を航行する商船の
安全を脅かす攻撃や威嚇は断じて容認できない。
　わが党は、関係国との緊密な連携のもと、わが国の国益を断固として守り、対
話と外交による平和的解決に向けた取組みを力強く推進するとともに、ガソリ
ン価格をはじめ国民生活および経済活動への影響を最小限にとどめるため、万
全の対策を講ずる。

③国民の皆様の生命・財産、領土・領海・領空・資源を守る防衛力
　世界で地政学的緊張が常態化する時代となり、インド太平洋地域でも、国際秩
序を揺るがしかねない深刻な事態が発生する可能性を排除できない。
　国民の皆様の生命・財産、わが国の主権と領土・領海・領空を守り抜くため、
「新しい戦い方」への対応、継戦能力確保、わが国の太平洋側における活動への
対応の重要性を踏まえ、年内に安全保障三文書を改定し、新たな時代に対応した
防衛体制を構築する。
　防衛装備移転については、防衛装備移転三原則の運用指針の５類型を撤廃す
るとともに、平和国家としての理念を堅持しつつ、安全保障上の必要性なども踏
まえ積極的に推進していく。
　同盟国・同志国などとの多角的な協力や交流を深化させるとともに、国内の防
衛産業・技術基盤およびサプライチェーンを抜本的に強化する。
　自衛官が誇りと使命感を持って職務に邁進できるよう、処遇・勤務環境の改善
を行う。
　沖縄などの基地負担を軽減するため、普天間飛行場の辺野古移設や在日米軍
再編を着実に進める。併せて、沖縄の皆様の思いに向き合い、沖縄経済の強化に
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向けた取組みを継続する。

④国益を守る情報力
　戦後最も厳しく複雑な安全保障環境と国際情勢のもと、「外交・情報・軍事・
経済・技術（DIMET）」の統合的な国力が問われている。十分な情報に基づき、正
確かつ迅速な判断と意思決定を行うための体制整備は急務である。国家として
の情報収集・分析能力を抜本的に高めるため、インテリジェンスの司令塔機能を
強化する。また、対外情報収集能力の強化とカウンターインテリジェンスの充実
に向け、必要な制度設計を進めるとともに、具体的な方策の実現を図る。

⑤国民生活を守るサイバーセキュリティ対策
　令和７年に成立したサイバー対処能力強化法により、官民一体で高度化・複
雑化するサイバー攻撃から国民生活を守り抜く。重要インフラ対策、中小企業・
自治体支援、サイバーセキュリティ人材育成・技術開発も強化する。

⑥拉致被害者全員の即時一括帰国、核・ミサイル問題の解決
　拉致問題は時間的制約のある人道問題であり、決して風化させてはならない。
若年層への広報啓発を強化するとともに、国際社会と結束して圧力を最大限に
高め、全被害者の即時一括帰国を実現する。また、国連安保理決議の明白な違反
である北朝鮮の核・ミサイル開発に対し、米韓をはじめとする関係国・機関との
連携を深め、完全廃棄を迫る。

（4）「全世代の安心感」を日本の活力につなげる
①人口減少対策の強化とこども政策の推進
　人口減少は、わが国が直面する最大の構造的課題であり、日本の未来を切り拓
くため、少子化対策を最重要政策として位置付ける。若い世代が将来への不安を
希望に変え、結婚し、こどもを産み育てたいとの願いを実現できる社会を築く。
　こども家庭庁を司令塔に、「こどもまんなか社会」の理念のもと、児童手当、
保育、放課後児童対策、産後ケアなど切れ目のない支援を一体的に推進するとと
もに、保育人材の処遇改善や配置基準の見直しを進め、安心して子育てできる基
盤を強化する。育児、子供の不登校、介護が原因の離職を減らすため、ベビーシッ
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ターや家事支援サービスの利用促進に向けた負担軽減に取り組むとともに、企
業の活力を活かした小学校の居場所づくりや病児保育の充実も図る。
　また、貧困、虐待、不登校、障害や医療的ケアなど、多様な困難に直面するこ
どもや家庭に対し、きめ細かな支援を行い、誰一人取り残さない環境づくりを進
める。
　併せて、若者・子育て世帯の所得向上と雇用の安定を図り、経済成長と少子化
対策を車の両輪として力強く前進させる。全国どの地域においても支援が行き
届く体制を整え、人口減少対策を着実に推進する。

②国民のいのちと暮らしを守る社会保障の再構築と労働市場改革
　国民のいのちと暮らしを守るため、安心して医療・介護・福祉サービスを受け
られる体制を整備する。
　全世代が安心できる社会保障の構築に向け、保険料負担の抑制努力も行いつ
つ、大幅なプラス改定となった令和８年度診療報酬改定および介護報酬・障害
福祉サービス等報酬改定について的確な対応を行い、医療機関などの経営の安
定や現場で働く幅広い職種の方々の処遇改善・賃上げを確実に行う。医療・介護
DXの推進とともに、創薬力等強化に向けた医薬品・医療機器のイノベーション
の推進、安定的な供給や品質確保を進める。「攻めの予防医療」の推進を通じて、
健康寿命の延伸を図る。
　税・社会保険料負担で苦しむ中・低所得者について、所得に応じて手取りが増
えるようにし、負担感の軽減を図る。そのためにも、国民会議において、「給付
付き税額控除」の制度設計を含め、社会保障と税の一体改革について議論し、結
論を得る。
　持続的な賃上げの普及・定着に向け、中小企業・小規模事業者の生産性向上支
援、取引適正化などを講じ、労働市場全体の賃上げを支援する。生産性の高い分
野への円滑な労働移動や働き方改革を含めた労働市場改革を進め、人材確保支
援や多様な人材の活躍促進に取り組む。

③質の高い公教育の強化と文化芸術・スポーツ立国の実現
　国家の礎は教育である。全ての子供が家庭の経済状況に関わらず学びに専念
できるよう公教育の再生や質の高い教育の確保に取り組む。学校の働き方改革
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の加速化や指導・運営体制の充実、部活動の地域展開などを推進する。
　いわゆる高校無償化・高校教育改革および学校給食費の抜本的な負担軽減な
どを着実に進め、保護者負担軽減を図る。不登校・いじめ対策、GIGAスクール
構想、教育DX、デジタル教科書、日本語教育、学校施設整備、老朽化対策、防
災機能強化などに取り組む。国立大学法人運営費交付金や私学助成の十分な確
保、リ・スキリングの推進、高校・大学などを通じた文理分断からの脱却や専門
教育を充実する。
　文化芸術立国の実現に向け、文化財強靱化や有形・無形文化財の保存・活用、
マンガ・アニメ・ゲームなどのコンテンツ産業支援、日本遺産等による地域活性
化、国立劇場再整備を進める。スポーツ立国を目指し、地域・障害者スポーツ振
興、国際競技力向上等に取り組む。

④女性の力を引き出す国家戦略の推進
　女性の力を最大限に引き出すことは、わが国の成長力を高める国家戦略であ
る。あらゆる分野の政策決定過程への女性参画を拡大し、成長分野への挑戦やキャ
リア形成を後押しする。賃金格差の是正や働きやすい環境整備を進めるととも
に、女性特有の健康課題への対応を強化し、生涯にわたる健康支援を充実させる。
暴力の根絶にも取り組み、安心して能力を発揮できる社会の実現を目指す。
　また、婚姻により氏を変更した人が不便さや不利益を感じることのないよう、
旧氏の単記も可能とする法制化を含めた基盤整備の検討を含め、旧氏使用のさ
らなる拡大やその周知に取り組む。

⑤東日本大震災、原子力事故災害からの復興創生
　令和８年度からの第３期復興・創生期間で、残された課題を解決する道筋を
つけるとの決意のもと、安全かつ着実な廃炉、ALPS 処理水対策、「復興再生土」
の利活用、風評・リスコミ対策、帰還・移住の促進、森林整備・里山再生、心の
ケア、子ども・子育て支援などを最後までやり抜く。
　さらに、農林水産業等の再建や、福島国際研究教育機構（F-REI）、福島イノ
ベーション・コースト構想を軸とした産業振興に取り組む。
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⑥実効性ある防災体制の構築
　激甚化・頻発化する自然災害から国民の生命と暮らしを守るため、防災を国家
の最重要課題として位置付け、実効性ある取組みを強力に推進する。令和８年
に予定される防災庁の設置を見据え、事前防災と、平時から発災時、復旧・復興
までを一貫して担う司令塔機能を確立し、迅速かつ的確な災害対応体制の構築
を図る。特に、国・自治体によるシミュレーションによりリスクを総点検するな
ど、事前防災を徹底する。
　能登半島地震をはじめとする近年の災害の教訓を踏まえ、被災者に寄り添っ
た生活・生業再建支援や、災害関連死の防止に向けた避難所環境の改善、要配慮
者への支援など、人命・人権最優先の防災対策を推進する。
　また、地域における防災力のさらなる向上に向け、自助・共助の取組み促進、
防災人材の育成、災害NPOやボランティア団体も含めた官民連携体制の強化を
進めるとともに、デジタル技術を含めた防災技術の開発や実装の加速化、情報共
有や初動対応の高度化を図り、全国で実効性ある防災を実現する。

⑦令和の国土強靱化の着実な推進
　切迫する南海トラフ巨大地震、首都直下地震、日本海溝・千島海溝沿いの大規
模地震・津波や風水害・土砂災害、火山災害などの自然災害から国民の生命と財
産を守り、災害に強い国土づくりを推進するため、予防保全を通じた防災・減災、
国土強靱化の取組みを総合的に進める。
　中長期的かつ明確な見通しのもと、継続的・安定的に切れ目のない取組みが進
められるよう、「第１次国土強靱化実施中期計画」を着実に実行していく。

⑧「治安力」の総合的強化
　SNS型投資詐欺や特殊詐欺などの被害を防ぐため、「国民を詐欺から守るため
の総合対策 2.0」を推進する。ランサムウェア等のサイバー犯罪対策を官民連携
で取り組む。通訳体制の整備や不法滞在者への厳正対処により外国人犯罪を抑
止する。地域社会と連携し防犯体制を強化する。再犯防止に向け、持続可能な保
護司制度を確立する。CBRNEテロの抑止・対処に取り組む。
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⑨外国人との秩序ある地域社会の実現
　国民が安全・安心に暮らし、社会・経済の持続的発展により誰もが元気になる
社会の実現を使命とし、わが国が排外主義に陥らないようにすべく、訪日外国人
や在留外国人の増加に伴い顕在化する国民の不安や不公平感、治安や安全保障
上の懸念に正面から向き合い、外国人を含めたあるべき秩序・ルールを確立する。
　各省庁に分かれた外国人関係制度を横断的に見直し、国と自治体の連携を強
化するとともに、効率的・合理的な運用がなされるよう外国人政策DXを徹底す
る。
　不法滞在・不法就労対策や在留資格等の厳正化、安全保障の観点からの外国人
の土地取得等の法的ルールの整備を進める。日本語教育の充実や受入れ環境整
備に取り組む。政府の取組みを力強く後押しし、国民の安全と安心、活力ある地
域社会、成長する日本の実現を目指していく。
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3．さらなる信頼回復に向けた政治改革・党改革
　「信なくば立たず」。国民の信頼なくして政治の安定はなく、政治の安定なく
して政策の推進はない。総選挙においてわが党に寄せられた大きな期待に応え
るため、国民の政治へのさらなる信頼回復に向け、政治制度改革本部を中心に、
政治改革及び党改革の両面から不断の取組みを進める。
　政治改革については、人口減少や地域間格差の拡大を踏まえ、衆議院選挙制度
の在り方について意見集約を図り、各党各会派と協議を重ねた上で結論を得て、
必要な法改正を行う。また、連立政権合意書に基づく総選挙での国民との約束と
して、一割を目標に衆議院議員定数を削減するため、この国会において法案の成
立を目指す。
　政治資金については、わが党が一貫して掲げてきた「禁止よりも公開」の考え
方のもとに、透明性・公開性の一層の強化を図る。また、国会に置かれる有識者
会議において幅広く検討を加え、令和９年９月 30 日までに結論を得て、必要な
法制上の措置等を講じる。
　近年の選挙では、従来想定されていなかった課題が顕在化しており、喫緊の対
応が求められている。生成AIによるフェイク動画を含む SNSなどインターネッ
ト上の偽・誤情報や誹謗中傷、「二馬力」行為、自由妨害罪の厳格化などに対処
するため、総合的な対策を推進する。あわせて、被選挙権年齢の引下げに向けた
議論を加速する。
　党改革については、時代に即した政治のインフラを築くため、引き続き議論を
重ね、国民目線に立った「令和版政治改革大綱」を策定する。また、ガバナンス
コードに則り適正な党運営に努めるとともに、政党ガバナンスの一層の明確化
に向け、政党法の検討を行う。さらに、令和５年に策定した「女性議員の育成、
登用に関する基本計画」に基づき、令和 15 年までに国政におけるわが党の女性
議員の割合を 30％まで引き上げることを目標に、女性候補者人材データベース
事業、ハラスメント相談窓口、女性候補者支援金・子育て介護支援金などの各支
援制度を継続し、取組みを強化する。
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4．�安定的な皇位継承のための皇室典範の早期改正を目指す
　皇族数確保のための方策を速やかに講じ、安定的な皇位継承を実現するため、
「内親王・女王が婚姻後も皇族の身分を保持する」案も踏まえながら、「皇族に
は認められていない養子縁組を可能とし、皇統に属する男系の男子を皇族とす
る」案を第一優先とし、皇室典範の改正を目指す。
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5．憲法改正原案を国会に提出し、早期の憲法改正実現を目指す
　昨年 11 月、わが党は立党 70 年を迎えた。
　この間、わが党は、「現行憲法の自主的改正」を掲げ、「国民主権、基本的人権
の尊重、平和主義」の三つの基本原理を堅持し、憲法改正実現を目指し歩んでき
た。
　憲法は、あるべき国のかたちを示す国家の基本法であり、国際情勢や社会の変
化に適応した改正・アップデートが必要である。そのためわが党は、憲法改正に
関する「条文イメージ（たたき台素案）」として、①「自衛隊の明記」、②「緊急
事態対応」、③「合区解消・地方公共団体」、④「教育充実」の４項目を掲げ、そ
の実現に向け取り組んでいる。
　憲法改正には、衆参各議院の３分の２以上の賛成と、国民投票での過半数の
賛成が必要である。これは憲法改正の主役は国民であり、国民投票こそが「国民
主権」の最大の発露であることを示している。
　憲法改正を実現するには、「国会での具体的な憲法論議」と「国民の理解の深
化」を車の両輪と位置付け、強力に推進していく必要がある。
　「国会での具体的な憲法論議」については、憲法審査会を積極的に開催し「憲
法本体」及び「憲法改正国民投票法」について充実した議論を展開する。衆議院
憲法審査会においては、「緊急事態に関する論点」が取りまとめられ、多くの会
派から賛意が示されている。また、昨年の日本維新の会との「連立政権合意書」
に基づき設置された「憲法改正条文起草協議会」では、憲法９条や緊急事態条項
についての議論を開始した。
　今後は、各会派と積極的に連携し、これまでの論点整理や議論の蓄積を踏まえ、
衆参の憲法審査会に条文起草に関する委員会などを設置し、憲法改正原案の作
成、国会提出を目指す。
　「国民投票法」については、投票環境の整備に関する憲法改正国民投票法改正
案や国民投票広報協議会の関係規程などの整備について、賛成会派と連携し早
期成立を図る。
　「国民の理解の深化」については、憲法改正研修会や対話集会などを全国各地
で積極的に開催し、国民の幅広い理解を得ていくとともに、ホームページなどに
おける情報発信を強化する。併せて、党の団体総局や青年局、女性局、中央政治
大学院などとも連携し、憲法改正に向け強力に国民運動を展開する。
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　われわれは、党是として掲げ続けてきた憲法改正を必ずや実現する。その強い
覚悟を持って、国民投票による憲法改正の早期実現に全力を尽くす。




